
No．３

近畿地方整備局

事業評価監視委員会

（平成２８年度 第４回）

費用対効果分析実施判定票



平成28年度 事　業　名： 円山川総合水系環境整備事業

河川環境課 担当課長名： 中川　靖志

チェック欄

■

■

■

■

□

□

　　 ■

前回評価で費用対効果分析を実施している ■

費用対効果分析実施判定票

年　度：

担当課：

※各事業において、以下の（ア）及び（イ）の全ての項目に該当する場合には、費用対効果分析を実施しないことができる。

項　　目
判　定

判断根拠

（ア）費用対効果分析の要因に変化が見られない場合

事業目的

・事業目的に変更がない 事業目的に変更がない

外的要因

・事業を巡る社会経済情勢の変化がない
判断根拠例[地元情勢等の変化がない]

・地元情勢等の変化がない

内的要因＜費用便益分析関係＞
※ただし、有識者等の意見に基づいて、感度分析の変動幅が別に設定されている場合には、その値を使用することができる。
注）なお、上記2.～4.について、各項目が目安の範囲内であっても、複数の要因の変化によって、基準値を下回ることが想定される場合には、費用対効果分析を実施する。

１．費用便益分析マニュアルの変更がない
判断根拠例[Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない]

Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない

２．需要量等の変更がない

判断根拠例[需要量等の減少が１０％※以内]
・需要量等の減少が１０％以内

３．事業費の変化

判断根拠例[事 業 費の増加が１０％※以内]
・事業費の増加が１０％以上

以上より、費用対効果分析を実施するものとする。

４．事業展開の変化

判断根拠例[事業期間の延長が１０％※以内]
・事業期間の延長が１０％以上

（イ）費用対効果分析を実施することが効率的でないと判断できる場合

・事業規模に比して費用対効果分析に要する費用が大きい
判断根拠例[直近３カ年の事業費の平均に対する分析費用
１％以上]
または、前回評価時の感度分析における下位ケース値が基準
値を上回っている。

・直近3カ年の事業費の平均に対する分析費用割合：1.4％

・前回評価時の感度分析における下位ケース値：1.6

平成25年度に実施（B/C　2.0）

別添様式



平成28年度 事　業　名： 亀の瀬地区直轄地すべり対策事業

河川計画課 担当課長名： 菅　良一

チェック欄

■

■

■

■

□

□

　　 ■

前回評価で費用対効果分析を実施している ■

費用対効果分析実施判定票

年　度：

担当課：

※各事業において、以下の（ア）及び（イ）の全ての項目に該当する場合には、費用対効果分析を実施しないことができる。

項　　目
判　定

判断根拠

（ア）費用対効果分析の要因に変化が見られない場合

事業目的

・事業目的に変更がない 事業目的に変更がない

外的要因

・事業を巡る社会経済情勢の変化がない
判断根拠例[地元情勢等の変化がない]

・地元情勢等の変化がない

内的要因＜費用便益分析関係＞
※ただし、有識者等の意見に基づいて、感度分析の変動幅が別に設定されている場合には、その値を使用することができる。
注）なお、上記2.～4.について、各項目が目安の範囲内であっても、複数の要因の変化によって、基準値を下回ることが想定される場合には、費用対効果分析を実施する。

１．費用便益分析マニュアルの変更がない
判断根拠例[Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない]

Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない

２．需要量等の変更がない

判断根拠例[需要量等の減少が１０％※以内]
・需要量等の減少が１０％以内

３．事業費の変化

判断根拠例[事 業 費の増加が１０％※以内]
・事業費945億円（850億円）
※（　）内は前回評価時の事業費を示す

以上より、費用対効果分析を実施するものとする。

４．事業展開の変化

判断根拠例[事業期間の延長が１０％※以内]

事業期間の延長が10％以上
　変更前：57年間（昭和37年度～平成30年度）
　変更後：70年間（昭和37年度～平成43年度）

（イ）費用対効果分析を実施することが効率的でないと判断できる場合

・事業規模に比して費用対効果分析に要する費用が大きい
判断根拠例[直近３カ年の事業費の平均に対する分析費用
１％以上]
または、前回評価時の感度分析における下位ケース値が基準
値を上回っている。

■直近3カ年の事業費の平均に対する分析費用割合：３．８％

■前回評価時の感度分析における下位ケース値：２８．６％

平成26年度に実施（B/C　３１．６）

別添様式



平成28年度 事　業　名： 大阪港北港南地区国際海上コンテナターミナル整備事業

港湾計画課 担当課長名： 三村　正樹

チェック欄

■

■

■

■

□

□

　　 ■

前回評価で費用対効果分析を実施している ■

費用対効果分析実施判定票

年　度：

担当課：

※各事業において、以下の（ア）及び（イ）の全ての項目に該当する場合には、費用対効果分析を実施しないことができる。

項　　目
判　定

判断根拠

（ア）費用対効果分析の要因に変化が見られない場合

事業目的

・事業目的に変更がない 事業目的に変更がない

外的要因

・事業を巡る社会経済情勢の変化がない
判断根拠例[地元情勢等の変化がない]

・地元情勢等の変化がない

内的要因＜費用便益分析関係＞
※ただし、有識者等の意見に基づいて、感度分析の変動幅が別に設定されている場合には、その値を使用することができる。
注）なお、上記2.～4.について、各項目が目安の範囲内であっても、複数の要因の変化によって、基準値を下回ることが想定される場合には、費用対効果分析を実施する。

１．費用便益分析マニュアルの変更がない
判断根拠例[Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない]

Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない

２．需要量等の変更がない

判断根拠例[需要量等の減少が１０％※以内]
・需要量等の減少が１０％以内

３．事業費の変化

判断根拠例[事 業 費の増加が１０％※以内]
・事業費を増加（１，７９２億円→２，１８６億円：３９４億円増加）

以上より、費用対効果分析を実施するものとする。

４．事業展開の変化

判断根拠例[事業期間の延長が１０％※以内]
・事業期間を延長（平成３２年→平成３８年：６年延長）

（イ）費用対効果分析を実施することが効率的でないと判断できる場合

・事業規模に比して費用対効果分析に要する費用が大きい
判断根拠例[直近３カ年の事業費の平均に対する分析費用
１％以上]
または、前回評価時の感度分析における下位ケース値が基準
値を上回っている。

・直近3カ年の事業費の平均に対する分析費用割合：１％以下

・前回評価時の感度分析における下位ケース値：５．２

平成25年度に実施（B/C　５．７）

別添様式



平成28年度 事　業　名： 一般国道483号　日高豊岡南道路

道路計画第一課 担当課長名： 橋本　亮

チェック欄

■

□

■

■

□

■

　　 ■

前回評価で費用対効果分析を実施している ■

以上より、費用対効果分析を実施するものとする。

４．事業展開の変化

判断根拠例[事業期間の延長が１０％
※

以内]
事業期間の延長が10％以内

（イ）費用対効果分析を実施することが効率的でないと判断できる場合

・事業規模に比して費用対効果分析に要する費用が大きい
判断根拠例[直近３カ年の事業費の平均に対する分析費用
１％以上]
または、前回評価時の感度分析における下位ケース値が基準
値を上回っている。

□直近3カ年の事業費の平均に対する分析費用割合：0.41%
■前回評価時の感度分析における下位ケース値：1.4

平成25年度に実施（B/C　1.7）

内的要因＜費用便益分析関係＞
※ただし、有識者等の意見に基づいて、感度分析の変動幅が別に設定されている場合には、その値を使用することができる。
注）なお、下記2.～4.について、各項目が目安の範囲内であっても、複数の要因の変化によって、基準値を下回ることが想定される場合には、費用対効果分析を実施する。

１．費用便益分析マニュアルの変更がない
判断根拠例[Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない]

Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない

２．需要量等の変更がない

判断根拠例[需要量等の減少が１０％
※

以内]
需要量等の減少が10％以内

３．事業費の変化

判断根拠例[事 業 費の増加が１０％
※

以内]
事業費の増加が10％以内

（ア）前回評価時において実施した費用対効果分析の要因に変化が見られない場合

事業目的

・事業目的に変更がない 事業目的に変化がない

外的要因

・事業を巡る社会経済情勢の変化がない
判断根拠例[地元情勢等の変化がない]

平成28年に同一路線の「豊岡道路」が事業化

費用対効果分析実施判定票

年　度：

担当課：

※各事業において全ての項目に該当する場合には、費用対効果分析を実施しないことができる。

項　　目
判　定

判断根拠

別添様式



平成28年度 事　業　名： 一般国道158号 大野油坂道路（和泉・油坂区間）

道路計画第一課 担当課長名： 橋本　亮

チェック欄

■

□

■

■

■

■

　　 ■

前回評価で費用対効果分析を実施している ■

以上より、費用対効果分析を実施するものとする。

４．事業展開の変化

判断根拠例[事業期間の延長が１０％
※

以内]
事業期間の延長が10％以内

（イ）費用対効果分析を実施することが効率的でないと判断できる場合

・事業規模に比して費用対効果分析に要する費用が大きい
判断根拠例[直近３カ年の事業費の平均に対する分析費用
１％以上]
または、前回評価時の感度分析における下位ケース値が基準
値を上回っている。

■直近3カ年の事業費の平均に対する分析費用割合：1.5%
■前回評価時の感度分析における下位ケース値：1.0

平成23年度に実施（B/C　1.2）

内的要因＜費用便益分析関係＞
※ただし、有識者等の意見に基づいて、感度分析の変動幅が別に設定されている場合には、その値を使用することができる。
注）なお、下記2.～4.について、各項目が目安の範囲内であっても、複数の要因の変化によって、基準値を下回ることが想定される場合には、費用対効果分析を実施する。

１．費用便益分析マニュアルの変更がない
判断根拠例[Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない]

Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない

２．需要量等の変更がない

判断根拠例[需要量等の減少が１０％
※

以内]
需要量等の減少が10％以内

３．事業費の変化

判断根拠例[事 業 費の増加が１０％
※

以内]
事業費の増加が10％以内

（ア）前回評価時において実施した費用対効果分析の要因に変化が見られない場合

事業目的

・事業目的に変更がない 事業目的に変化がない

外的要因

・事業を巡る社会経済情勢の変化がない
判断根拠例[地元情勢等の変化がない]

平成27年に同一路線の「大野油坂道路（大野・大野東区間）」が事業化

費用対効果分析実施判定票

年　度：

担当課：

※各事業において全ての項目に該当する場合には、費用対効果分析を実施しないことができる。

項　　目
判　定

判断根拠

別添様式



平成28年度 事　業　名： 一般国道8号　福井バイパス

道路計画第一課 担当課長名： 橋本　亮

チェック欄

■

■

■

■

■

■

　　 ■

前回評価で費用対効果分析を実施している ■

以上より、費用対効果分析を実施しないものとする。

４．事業展開の変化

判断根拠例[事業期間の延長が１０％
※

以内]
事業期間の延長が10％以内

（イ）費用対効果分析を実施することが効率的でないと判断できる場合

・事業規模に比して費用対効果分析に要する費用が大きい
判断根拠例[直近３カ年の事業費の平均に対する分析費用
１％以上]
または、前回評価時の感度分析における下位ケース値が基準
値を上回っている。

□直近3カ年の事業費の平均に対する分析費用割合：0.54%
■前回評価時の感度分析における下位ケース値：1.8

平成25年度に実施（B/C　2.2）

内的要因＜費用便益分析関係＞
※ただし、有識者等の意見に基づいて、感度分析の変動幅が別に設定されている場合には、その値を使用することができる。
注）なお、下記2.～4.について、各項目が目安の範囲内であっても、複数の要因の変化によって、基準値を下回ることが想定される場合には、費用対効果分析を実施する。

１．費用便益分析マニュアルの変更がない
判断根拠例[Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない]

Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない

２．需要量等の変更がない

判断根拠例[需要量等の減少が１０％
※

以内]
需要量等の減少が10％以内

３．事業費の変化

判断根拠例[事 業 費の増加が１０％
※

以内]
事業費の増加が10％以内

（ア）前回評価時において実施した費用対効果分析の要因に変化が見られない場合

事業目的

・事業目的に変更がない 事業目的に変化がない

外的要因

・事業を巡る社会経済情勢の変化がない
判断根拠例[地元情勢等の変化がない]

周辺に新たに事業化された区間がなく、地元情勢等の変化がない

費用対効果分析実施判定票

年　度：

担当課：

※各事業において全ての項目に該当する場合には、費用対効果分析を実施しないことができる。

項　　目
判　定

判断根拠

別添様式



平成28年度 事　業　名： 一般国道26号　第二阪和国道

道路計画第一課 担当課長名： 橋本　亮

チェック欄

■

■

■

■

■

■

　　 ■

前回評価で費用対効果分析を実施している ■

以上より、費用対効果分析を実施しないものとする。

４．事業展開の変化

判断根拠例[事業期間の延長が１０％
※

以内]
事業期間の延長が10％以内

（イ）費用対効果分析を実施することが効率的でないと判断できる場合

・事業規模に比して費用対効果分析に要する費用が大きい
判断根拠例[直近３カ年の事業費の平均に対する分析費用
１％以上]
または、前回評価時の感度分析における下位ケース値が基準
値を上回っている。

□直近3カ年の事業費の平均に対する分析費用割合：0.31%
■前回評価時の感度分析における下位ケース値：1.0

平成25年度に実施（B/C　1.2）

内的要因＜費用便益分析関係＞
※ただし、有識者等の意見に基づいて、感度分析の変動幅が別に設定されている場合には、その値を使用することができる。
注）なお、下記2.～4.について、各項目が目安の範囲内であっても、複数の要因の変化によって、基準値を下回ることが想定される場合には、費用対効果分析を実施する。

１．費用便益分析マニュアルの変更がない
判断根拠例[Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない]

Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない

２．需要量等の変更がない

判断根拠例[需要量等の減少が１０％
※

以内]
需要量等の減少が10％以内

３．事業費の変化

判断根拠例[事 業 費の増加が１０％
※

以内]
事業費の増加が10％以内

（ア）前回評価時において実施した費用対効果分析の要因に変化が見られない場合

事業目的

・事業目的に変更がない 事業目的に変化がない

外的要因

・事業を巡る社会経済情勢の変化がない
判断根拠例[地元情勢等の変化がない]

周辺に新たに事業化された区間がなく、地元情勢等の変化がない

費用対効果分析実施判定票

年　度：

担当課：

※各事業において全ての項目に該当する場合には、費用対効果分析を実施しないことができる。

項　　目
判　定

判断根拠

別添様式



平成28年度 事　業　名： 一般国道２４号　大和御所道路

道路計画第一課 担当課長名： 橋本　亮

チェック欄

■

■

■

■

■

■

　　 ■

前回評価で費用対効果分析を実施している ■

以上より、費用対効果分析を実施しないものとする。

４．事業展開の変化

判断根拠例[事業期間の延長が１０％
※

以内]
事業期間の延長が10％以内

（イ）費用対効果分析を実施することが効率的でないと判断できる場合

・事業規模に比して費用対効果分析に要する費用が大きい
判断根拠例[直近３カ年の事業費の平均に対する分析費用
１％以上]
または、前回評価時の感度分析における下位ケース値が基準
値を上回っている。

■直近3カ年の事業費の平均に対する分析費用割合：0.04%
■前回評価時の感度分析における下位ケース値：1.0

平成25年度に実施（B/C　1.2）

内的要因＜費用便益分析関係＞
※ただし、有識者等の意見に基づいて、感度分析の変動幅が別に設定されている場合には、その値を使用することができる。
注）なお、下記2.～4.について、各項目が目安の範囲内であっても、複数の要因の変化によって、基準値を下回ることが想定される場合には、費用対効果分析を実施する。

１．費用便益分析マニュアルの変更がない
判断根拠例[Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない]

Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない

２．需要量等の変更がない

判断根拠例[需要量等の減少が１０％
※

以内]
需要量等の減少が10％以内

３．事業費の変化

判断根拠例[事 業 費の増加が１０％
※

以内]
事業費の増加が10％以内

（ア）前回評価時において実施した費用対効果分析の要因に変化が見られない場合

事業目的

・事業目的に変更がない 事業目的に変化がない

外的要因

・事業を巡る社会経済情勢の変化がない
判断根拠例[地元情勢等の変化がない]

周辺に新たに事業化された区間がなく、地元情勢等の変化がない

費用対効果分析実施判定票

年　度：

担当課：

※各事業において全ての項目に該当する場合には、費用対効果分析を実施しないことができる。

項　　目
判　定

判断根拠

別添様式



平成28年度 事　業　名： 一般国道２５号　斑鳩バイパス

道路計画第一課 担当課長名： 橋本　亮

チェック欄

■

■

■

■

■

■

　　 ■

前回評価で費用対効果分析を実施している ■

以上より、費用対効果分析を実施しないものとする。

４．事業展開の変化

判断根拠例[事業期間の延長が１０％
※

以内]
事業期間の延長が10％以内

（イ）費用対効果分析を実施することが効率的でないと判断できる場合

・事業規模に比して費用対効果分析に要する費用が大きい
判断根拠例[直近３カ年の事業費の平均に対する分析費用
１％以上]
または、前回評価時の感度分析における下位ケース値が基準
値を上回っている。

■直近3カ年の事業費の平均に対する分析費用割合：1.9%
■前回評価時の感度分析における下位ケース値：1.0

平成25年度に実施（B/C　1.2）

内的要因＜費用便益分析関係＞
※ただし、有識者等の意見に基づいて、感度分析の変動幅が別に設定されている場合には、その値を使用することができる。
注）なお、下記2.～4.について、各項目が目安の範囲内であっても、複数の要因の変化によって、基準値を下回ることが想定される場合には、費用対効果分析を実施する。

１．費用便益分析マニュアルの変更がない
判断根拠例[Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない]

Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない

２．需要量等の変更がない

判断根拠例[需要量等の減少が１０％
※

以内]
需要量等の減少が10％以内

３．事業費の変化

判断根拠例[事 業 費の増加が１０％
※

以内]
事業費の増加が10％以内

（ア）前回評価時において実施した費用対効果分析の要因に変化が見られない場合

事業目的

・事業目的に変更がない 事業目的に変化がない

外的要因

・事業を巡る社会経済情勢の変化がない
判断根拠例[地元情勢等の変化がない]

周辺に新たに事業化された区間がなく、地元情勢等の変化がない

費用対効果分析実施判定票

年　度：

担当課：

※各事業において全ての項目に該当する場合には、費用対効果分析を実施しないことができる。

項　　目
判　定

判断根拠

別添様式



平成28年度 事　業　名： 揖保川総合水系環境整備事業

河川環境課 担当課長名： 中川　靖志

チェック欄

■

■

■

■

■

■

　　 ■

前回評価で費用対効果分析を実施している ■

以上より、費用対効果分析を実施しないものとする。

４．事業展開の変化

判断根拠例[事業期間の延長が１０％※以内]
・事業期間の延長が１０％以内

（イ）費用対効果分析を実施することが効率的でないと判断できる場合

・事業規模に比して費用対効果分析に要する費用が大きい
判断根拠例[直近３カ年の事業費の平均に対する分析費用
１％以上]
または、前回評価時の感度分析における下位ケース値が基準
値を上回っている。

・直近3カ年の事業費の平均に対する分析費用割合：２０．９％

・前回評価時の感度分析における下位ケース値：２．０６

平成２５年度に実施（B/C　２．１）

内的要因＜費用便益分析関係＞
※ただし、有識者等の意見に基づいて、感度分析の変動幅が別に設定されている場合には、その値を使用することができる。
注）なお、上記2.～4.について、各項目が目安の範囲内であっても、複数の要因の変化によって、基準値を下回ることが想定される場合には、費用対効果分析を実施する。

１．費用便益分析マニュアルの変更がない
判断根拠例[Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない]

Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない

２．需要量等の変更がない

判断根拠例[需要量等の減少が１０％※以内]
・需要量等の減少が１０％以内

３．事業費の変化

判断根拠例[事 業 費の増加が１０％※以内]
・事業費の増加が１０％以内

（ア）費用対効果分析の要因に変化が見られない場合

事業目的

・事業目的に変更がない 事業目的に変更がない

外的要因

・事業を巡る社会経済情勢の変化がない
判断根拠例[地元情勢等の変化がない]

・地元情勢等の変化がない

費用対効果分析実施判定票

年　度：

担当課：

※各事業において、以下の（ア）及び（イ）の全ての項目に該当する場合には、費用対効果分析を実施しないことができる。

項　　目
判　定

判断根拠

別添様式



平成28年度 事　業　名： 加古川総合水系環境整備事業

河川環境課 担当課長名： 中川　靖志

チェック欄

■

■

■

■

■

■

　　 ■

前回評価で費用対効果分析を実施している ■

以上より、費用対効果分析を実施しないものとする。

４．事業展開の変化

判断根拠例[事業期間の延長が１０％※以内]
・事業期間の延長が１０％以内

（イ）費用対効果分析を実施することが効率的でないと判断できる場合

・事業規模に比して費用対効果分析に要する費用が大きい
判断根拠例[直近３カ年の事業費の平均に対する分析費用
１％以上]
または、前回評価時の感度分析における下位ケース値が基準
値を上回っている。

・直近3カ年の事業費の平均に対する分析費用割合：１５．３％

・前回評価時の感度分析における下位ケース値：５．６２

平成２５年度に実施（B/C　５．８）

内的要因＜費用便益分析関係＞
※ただし、有識者等の意見に基づいて、感度分析の変動幅が別に設定されている場合には、その値を使用することができる。
注）なお、上記2.～4.について、各項目が目安の範囲内であっても、複数の要因の変化によって、基準値を下回ることが想定される場合には、費用対効果分析を実施する。

１．費用便益分析マニュアルの変更がない
判断根拠例[Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない]

Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない

２．需要量等の変更がない

判断根拠例[需要量等の減少が１０％※以内]
・需要量等の減少が１０％以内

３．事業費の変化

判断根拠例[事 業 費の増加が１０％※以内]
・事業費の増加が１０％以内

（ア）費用対効果分析の要因に変化が見られない場合

事業目的

・事業目的に変更がない 事業目的に変更がない

外的要因

・事業を巡る社会経済情勢の変化がない
判断根拠例[地元情勢等の変化がない]

・地元情勢等の変化がない

費用対効果分析実施判定票

年　度：

担当課：

※各事業において、以下の（ア）及び（イ）の全ての項目に該当する場合には、費用対効果分析を実施しないことができる。

項　　目
判　定

判断根拠

別添様式


